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≪今までの改定≫ 

令和３年９月・・・初版 

令和５年４月・・・第２版 

令和６年４月・・・第３版 

令和７年４月・・・第４版 

 

≪今回の主な変更点≫ 

 ・「サービス C」を「サービス・活動 C」に改める 

 ・「介護予防・生活支援サービス事業」を「サービス・活動事業」に改める 

 ・サービス・活動 C利用待機者に対する支援について明記 

 ・サービス・活動 C利用終了後の支援について記載 

 ・Q＆Aを新たに掲載 
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１ 目的 

   介護予防・日常生活支援総合事業（以下、総合事業という）は、市町村が中心となって、地 

域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、 

地域の支え合いの体制づくりを推進し、事業対象者や要支援者に対する効果的かつ効率的な支 

援等を可能とすることを目的としています。 

  

 

 

   ２ 総合事業の構成、サービス内容等 

    

 

 

 

 

 

 

介護予防・日常生活支援総合事業について １ 

総合事業は、要支援者等に対して必要な支援を行う「サービス・活動事業」（介護保険法に基

づく第 1 号事業）と、全ての第 1 号被保険者等が対象になる「一般介護予防事業」から構成され

ます。 

 周南市の実施する「サービス・活動事業」（介護保険法に基づく第 1 号事業）は下記のとおり

です。 
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１ 対象者 
  〇 要支援認定を受けた方 

  〇 基本チェックリストにより事業対象者と判断された方 

 

 

   ２ 利用手続 

    〇 総合事業の利用相談・手続き支援については、地域包括支援センターの介護支援専門員 

等の専門職員が行います。 

    〇 利用希望者本人の状況や希望するサービス等を踏まえ、要介護・要支援認定または基本 

チェックリストによる判定を行います。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合事業の対象者と利用手続について ２ 

（１）事業対象者決定までの流れ（新規用） 
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要介護１ 
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○施設サービス 

・特別養護老人ホーム 
・介護老人保健施設 
・介護療養型医療施設 

○居宅サービス 
・訪問介護 ・訪問看護 
・通所介護 ・短期入所 など 

○地域密着型サービス 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
・小規模多機能型居宅介護 

・夜間対応型訪問介護 
・認知症対応型共同生活介護 など 

○介護予防サービス 
・介護予防訪問看護 
・介護予防通所リハビリ 

・介護予防居宅療養管理指導 など 
○地域密着型介護予防サービス 
・介護予防小規模多機能型居宅介護 

・介護予防認知症対応型通所介護 など 

○介護予防・生活支援サービス事業 

・訪問型サービス 
・通所型サービス 
 （★短期集中通所介護） 

○一般介護予防事業 
  (※全ての高齢者が利用可) 
・介護予防普及啓発事業 

・地域介護予防活動支援事業 
・地域リハビリテーション活動支援事業など 
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※予防給付を利用 

※事業のみ利用 

※明らかに介護予防・生活支援サービス 

事業の対象外と判断できる場合 
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の
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案
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①窓口に相談に来られた際は、なぜ来所されたかの理由についてその主訴を聞き、 

介護保険の申請が必要かどうかを判断します。      ⇒「介護保険の申請案内基準」を記入 

 

②要介護認定の必要性が低いと判断したが、介護予防・生活支援サービス事業の利用が望ましいと 

思われる場合、窓口で基本チェックリストを実施します。 ⇒「基本チェックリスト」を記入 

   

③基本チェックリストで基準に該当した方が介護予防・生活支援サービス事業を利用する場合、 

 介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書を記入します。 

            ⇒「介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書」 

                              の記入 
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３ 介護予防ケアマネジメント 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者宅を訪問し、利用者及び家族との面談により実施します。「興味・関心チェックシート」や「周南市版 

総合事業アセスメントシート」「地域ケア会議」を活用し、利用者の状態像を把握し課題を明らかにします。 
 

【ポイント】 

○ 利用者の自宅に訪問して、本人との面接による聞き取り等を通じて行います。 

○ 説明リーフレット「要支援者・事業対象者のみなさまへ(参考資料 1)」を用いて利用者へ説明 

を行います。 

〇 より本人にあった目標設定に向けて「興味・関心チェックシート(参考資料２)」なども利用し 

て、「～できない」という課題から「～したい」「～できるようになる」というような目標に変換し 

ていく作業が必要です。 

○ 「周南市版総合事業アセスメントシート」を用いて、現在置かれている利用者の状態像を把握 

し、課題を明らかにします。 

     〇アセスメント支援として、リハビリ専門職との同行訪問や、「私の暮らし会議（周南市介護予防・ 

自立支援型地域ケア会議）」も活用しましょう。 

 

 

 
利用者の状況に応じて利用するサービスの選択を支援すると共に、その後の利用者への関わり 

の必要度合いにより、介護予防ケアマネジメントプロセスの類型を決めます。 
 

【ポイント】 

○ 自立支援に向けた目標の設定 

・生活の目標については、自分の目標として意識できるような内容・表現となるように設定 

します。長期目標に対し、短期目標が達成できることを目的に、計画を作成します。 

・利用者自身でも評価できる具体的な目標とします。 

○ 利用するサービス内容の選択 

     サービス事業の利用のみに限定せず、地域のサロンなど広く社会資源の情報を収集した 

上で、家族や地域住民による支援、一般介護予防事業における住民主体の活動や民間企業 

の利用も積極的に位置づけ、本人の状態や意向に合ったサービスを選択します。 

○ ケアマネジメントＣの場合はケアマネジメント結果「私の計画表」を作成します。 

 

 

（１） アセスメント（課題分析） 

（２） ケアプラン原案（ケアマネジメント結果）作成 

元気アップ９０（通所型サービス・活動Ｃ） メモ 

★通所を利用する場合は、積極的に利用を検討しましょう。 

★病状が不安定な人、サービス利用によりリスクを伴う可能性がある人は、事業者に 

相談しましょう。 

★元気アップ９０の利用中は、ケアマネジメント Aの適用となります。 

★元気アップ９０利用待機者に対して、「活動記録（資料５）」等を活用し、セルフマネジ 

メント支援を訪問して行った場合や、利用終了後に訪問モニタリングを行った際は、 

ケアマネジメント Bとして請求可能です。 
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家族やサービス提供担当者などとの共通認識を行います。 

 

【ポイント】 

○ 本人、事業者から目標達成のための意見を促します。 

○ サービス事業の終了、移行を意識し期間の設定等共有します。 

○ 担当者会議後、日々利用者の状態の変化、新たな課題の発生、目標達成等状況の変化が 

あった場合の連絡体制づくりを行います。 

○ モニタリングの方法等、今後の関わり方などを事前に伝えておきます。 

○ ケアマネジメントＢの一部、ケアマネジメントＣは除きます。 

（３） サービス担当者会議（ケアマネジメント Bは省略可、ケアマネジメント Cは除く） 

元気アップ９０（通所型サービス・活動Ｃ） メモ 

★事業者の作成した「実施計画書」とすり合わせ、必要に応じ、ケアプランを調整しましょう。 

★サービス卒業後の地域資源や、参加・活動できる場などについて情報を集め、利用者と 

話し合い、関係者と共有しておきましょう。 

★終了前にも、サービス担当者会議を実施します。 

（４） 利用者への説明・同意 

（５） ケアプラン確定・交付（ケアマネジメント結果交付） 

利用者に交付すると共に、サービス提供者にも交付します。 

（６） サービス利用開始 

（７） モニタリング（給付管理） 

各サービス提供者よりサービスを実施します。 

 

サービス担当者会議の内容を踏まえたケアプランについて、利用者およびその家族に説明し、 

同意を得ます。 

サービス利用開始後の状況、問題、意欲の変化など継続的に把握します。 

利用者及び家族より直接聴取するほか、サービス提供者から状況を聴取します。 

利用者宅への訪問によるモニタリングは、ケアマネジメントＡの場合は、介護予防支援に準じ、ケア 

マネジメントＢは１年に１回は実施することとします。 
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実施期間終了時、ケアプランの目標が達成されたか評価し、ケアマネジメントの類型変更も含

めて、今後の方針を決定します。 

 

【ポイント】 

○ 介護予防支援と同様、３か月に１回及びサービスの評価期間の終了月、利用者の状況に著 

しい変化のあった時には、訪問して面接します（ケアマネジメントＡ）。ケアマネジメントＢは１年 

に１回は実施することとします。 

○ 本人の取組みも含め、サービスが計画的に行われていたか確認します。 

○ 新たな課題の発生の有無と、再アセスメント、再プランニングの必要性の判断を行います。 

 

 

 
元気アップ９０（通所型サービス・活動Ｃ） メモ 

★通所サービス Cを利用する場合は、短期間(原則3か月)で集中的なサービスの提供 

を行い、早期の生活改善を目指すため、利用者の自宅への訪問など、１か月に１回 

モニタリングを行います。（訪問した場合はケアマネジメント A適用） 

★「元気アップ手帳」を活用しましょう。 

（８） 評価（ケアマネジメント Cの場合を除く） 

元気アップ９０（通所型サービス・活動Ｃ） メモ 

★サービス担当者会議（終了前）において、本人・地域包括支援センター・サービス 

提供事業者で、サービス期間中の目標達成度の評価、終了後の生活を検討します。 

元気アップ手帳に、話し合ったことを記載しましょう。 

★終了後、必要に応じてフォローアップ事業を利用することができます。 

★終了後、１年間はサービス期間中に身についた行動の定着、意欲低下防止のために、 

 担当ケアマネジャー等は、行動目標の実施状況や生活機能のモニタリングを３か月～ 

半年の間に１回してください。（訪問した場合はケアマネジメント B適用） 
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※周南市短期集中通所介護の人員、設備及び運営に関する基準等を定める要綱に基づき実施する。 

 

   １ 目的 

日常生活行為に支障のある者に対し、リハビリ専門職等が生活機能評価を行った上で、通所によ 

   る運動等の機能向上プログラム及び動機づけ支援を、３か月の短期間集中的に（12回）行うことで、 

   セルフマネジメント力を高め、生活機能の向上を目指す。 

 

 

   ２ 対象者 

〇要支援認定を受けた方 

〇基本チェックリストにより事業対象者と判断された方  

であれば、どのような方でもよい。 

ただし、病状が不安定な人、リスクを伴う可能性がある人は、事業者に事前相談が必要。 

 

 

   ３ 利用者の目指す姿   

① 元の暮らしに戻る  

② できることが増える、交流が広がる、自分に合った自主運動に取り組める、したいことや楽しみが

見つかる、意欲が向上する 

③ 生活機能（心身機能、活動、参加）がアセスメントされ、必要な支援が明確になる 

 

 

４ サービス提供に関わる職員配置 

  

 通所型サービス・活動 C 

従事者員数 〇利用者 10人まで 

管理者１名及び専ら当該サービスの提供に当たる従事者が１人以上 

 

〇利用者 11人以上 

専ら当該サービスに当たる従事者に加えて、当該利用者の数に応 

じて必要と認められる数 

 

※従事者は、理学療法士又は作業療法士等の運動器の能力向上 

の業務を実施するにあたり、経験及び専門的知識を有すると 

認められる者とする。 

 

 

周南市短期集中通所介護（通所型サービス・活動 C）について ３ 
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５ サービスの内容 

 

 短期集中通所介護（以下、通所型サービス・活動 Cという。） 

提供回数、利用頻度 〇週 1回 全１２回とする。 

ただし、期間中状態に大きな変化がある場合で、利用回数を増やすこと

で目標が達成できると認められる場合は、ケアプランの変更をもって 

２４回まで利用することができる。 

〇事業者は、必要に応じて利用者の自宅を訪問し、生活行為指導、生活 

 環境や道具の工夫に関する指導が実施できることとする。（実施回数 

は通所回数とは別に２回まで） 

〇利用者のやむを得ない事情により、１２回を待たずに終了することも可。 

サービス提供時間 １時間半以上 

利用料 自己負担額なし 

（実施地域外の送迎に関する費用、食事などの実費は除く） 

委託料 1回あたり 7,000円、地域資源連携加算 5,000円 

（令和 6年 4月 1日改正） ※委託料は、市が全額負担 

実施プログラム 【必ず実施】 

〇動機づけ面談（目安：20分程度） 

 

【利用者に応じて実施】 

〇利用者が自宅で継続して取り組むことができるように社会参加、 

ＩＡＤＬ、介護予防教育、運動機能向上のための筋力運動やストレッチ、 

生活行為指導、生活環境や道具の工夫に関する助言その他、リハビ 

リテーションに資する運動等  ※徒手的なアプローチは行わない 

 

【必要に応じて実施】 

〇送迎 

 

フォローアップ事業 

（任意） ※ 

終了者の心身機能の維持・継続のために、事業者は下記のとおり、 

事業所においてフォローアップ事業を行えるものとする。 

〇終了後１年以内に最大２回まで 1回６０分以上 

〇生活機能及び運動機能等についての評価・助言 

〇動機づけ面談 ※必ず実施 

〇自己負担額なし（1回あたり 7,000円を市が全額負担） 

   ※担当ケアマネジャー等のモニタリングにより、自宅での動作確認や助言・指導が必要と 

判断された場合は、終了後１年以内に１回、サービス事業者と同様のリハビリ専門職の 

同行訪問を受けることができるものとする(手続きの流れは、同行訪問事業と同様)。 
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６ サービスの提供に際する留意点 

 〇通所型サービス・活動 Cは、原則３か月集中的に支援することで、セルフマネジメント力を高め、 

生活機能の向上を目指して実施する。 

 〇サービス担当者会議などで、地域包括支援センターや他のサービス提供事業者とケアプランの 

目標や課題、役割分担を共有し、目標に即した効果的なサービスを提供するものとする。 

 〇活動量が減少した背景を、「加齢だから仕方がない」「もう無理だ」とあきらめがちな対象者や 

   家族に対し、何が原因か、生活動作のどの部分に改善の可能性があるのか、どうしたら改善 

するのかを丁寧に説明し、理解を得て、やる気を引き出すような支援が必要。 

   

 

 

 

 

１ 利用申請からの流れ(Ｐ．１0 図１参照) 

 

① サービス導入の検討 

 

② 利用決定 

要支援者、事業対象者であればどのような方でも対象となります。事業者との事前調整を行い、 

サービス利用を決定します。 

ただし、病状が不安定な人、サービス利用によりリスクを伴う可能性がある人は、事業者に相談 

が必要です。 

 

③ サービス担当者会議（開始時） 

本人、家族、担当ケアマネジャー等、サービス提供事業者でサービス担当者会議を行い、目標を 

共有します。担当ケアマネジャー等は会議終了後、ケアプランを完成させ、サービス担当者に交付します。 

 

④ サービス開始 

事業者は、サービス開始前に事前アセスメントとして訪問することができます。 

第 1回目で体力測定を含めたアセスメントを行い、担当ケアマネジャー等から交付されたプランを 

もとに、「実施計画書（様式１）」を作成します。作成された実施計画書の写しを、市及び担当 

ケアマネジャー等へ提出します。 

「セルフマネジメントシート（様式４）」は、各回終了後、担当ケアマネジャー等に提出します。 

家屋環境、居宅周辺環境など利用者の日常生活活動に必要な行動範囲のアセスメントは、 

個別に行います。 

事業者は、サービス期間中、 

・「基本情報シート （様式 2）」 

・「ケース記録（様式 3）」 

・「セルフマネジメントシート（様式４）」  

・元気アップ手帳(別冊) ※セルフマネジメントシート（様式４）が含まれています。 

サービス提供の流れ ４ 
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等を活用し、個別実施計画に基づくプログラムを提供します。 

 

⑤ モニタリング 

担当ケアマネジャー等は、サービス実施期間中は、１か月に１回利用者の自宅を訪問または 

連絡し、課題や目標の到達程度をモニタリングします。（訪問した場合はケアマネジメントA適用） 

 

⑥ 評価訪問 

担当ケアマネジャー等は、サービス終了予定月には評価訪問を行い、プランの実施状況を 

踏まえて目標の達成状況を確認します。 

状態像の大きな変更がある場合で、１２回の利用で目標が達成できなかった場合、利用回数を 

増やすことで目標が達成できることが認められる場合のみ、更に１２回まで延長利用することがで 

きます。事業者と話し合いの上、終了前会議までに市へ相談が必要です。 

 

⑦ サービス担当者会議（終了前） 

終了前担当者会議（概ね１１回終了後）において、本人、地域包括支援センター、サービス提供 

事業者の３者で、通所型サービス・活動 Cの実施状況や変化等を振り返り、今後の日常生活に 

ついて検討します。話し合ったことや今後の目標などは、「元気アップ手帳(別冊)」に記入して 

もらいましょう。 

      日常生活動作が安全に行え、十分に自立レベルに達している場合は、一般介護予防事業やインフ 

     ォーマルな地域の多様な通いの場、家事やもともとやっていた用事などへ移行します。その場合、

地域資源連携加算の対象となりますので、事業者は、実績報告の際、市に加算分も計上して請求し

てください。 

フォーマルサービスにつながらない場合で、事業者のフォローアップが必要と思われる場合は、 

終了前会議で提案し、本人の意向を確認しながら実施時期などを話し合っておきます。 

 

⑧ サービス終了 

      事業終了後、事業者は、「評価報告書（様式５）」を市に提出します。 

      サービス・活動 Cから継続して同事業所の通所サービスを利用される場合、評価報告書に 

理由を記載してください。（令和７年４月～） 

 

⑨ モニタリング（終了後 1年間） 

サービス期間中に身についた行動の定着、意欲の低下防止のために、担当ケアマネジャー等は 

終了後１年間は、行動目標の実施状況や生活機能のモニタリングを３か月～半年の間に１回します。 

（訪問した場合は、ケアマネジメントＢ適用） 

 

⑩ フォローアップ事業の活用（任意） 

フォローアップ事業を活用する場合は、担当ケアマネジャー等が本人やサービス事業者と調整を 

行い、日時の決定を行います。（利用終了後 1年間 最大２回まで） 

事業者は、終了後「フォロー報告書（様式６）」を市に提出します。 
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（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス提供事業所 地域包括支援センター 市地域福祉課

・病状が不安定な人、リスクを伴う

可能性がある人は、事業所に要相談

② 利用決定

ケアプラン原案作成

事前アセスメント訪問
(必要な場合）

サービスＣ訪問1回目

として扱っても良い。

③ サービス担当者会議（開始時）

➃ サービス開始（期間中2回まで訪問可）

実施計画書作成

⑤ モニタリング（毎月）

事業報告提出

【開始時 →市・包括】
・実施計画書の写し

【毎回終了後→包括】
・セルフマネジメントシート

【毎月10日まで →市】
・委託料報告書、請求書
【全回終了後 →市・包括】
・評価報告書

⑦サービス終了

利用者からの相談

アセスメント訪問等

① サービス導入の検討

中間会議（定例）

各包括1名、市、社協

必要に応じて、協議体または

地域支え合い会議へ

フォローアップ（評価・助言）

（終了後1年以内・最大2回まで）

⑧ モニタリング（終了後1年間）オプションとして実施・利用可

※延長を希望する場合は、終了前会議までに市へ相談

⑥ サービス担当者会議（終了前）

【フォローアップ→市・包括】
・評価報告書
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１ サービス提供まで 

① 地域包括支援センターとの事前調整 

・利用希望者の受け入れの可否 

・利用希望者の状況について情報共有 

・その他必要と思われる事項 

 

② サービス担当者会議 

・本人、家族、担当ケアマネジャー等、サービス提供事業者等で行うサービス担当者会議に出席し、 

利用者の心身機能や住環境等の把握、サービス終了後の目標の確認、サービスについての 

十分な説明、および送迎の打ち合わせ等を行ってください。 

 

 

２ 事前アセスメントの実施 

① 事前アセスメント 

・家屋環境、居宅周辺環境など利用者の日常生活動作に必要な行動範囲のアセスメントとして、 

訪問が２回まで可能です。 

・利用初日に、運動機能評価や記述式評価、生活動作についての問診を実施します。 

 

② 個別サービス計画 

・事前アセスメントを行い、ケアプランと併せ、利用者１人１人の状態に応じた個別計画を作成し、 

「実施計画書（様式 1）」に記入してください。実施計画書は、２回目のサービス提供までに作成 

した後、本人に同意を得るとともに、市及び担当ケアマネジャー等へその写しを提出してください。 

 

 

３ サービスの提供 

① サービスを提供するうえでの留意点 

・高齢者の意欲を引き出し、セルフマネジメント力を高めることを目指し、利用者には開始時に、 

「元気アップ手帳（別冊）」を配布し、サービス期間中や終了後の活用を促します。 

・毎回、その中の「セルフマネジメントシート（様式４）」を用いて「動機づけ面談」を行い、通所日 

以外の６日間の過ごし方と課題を話し合い、各回終了後、担当ケアマネジャー等に送付してください。 

・目標達成や課題解決を念頭に置いた機能向上プログラムを計画するようにしてください。 

但し、徒手的なリハビリは行わないものとします。12回、フォローの主な内容は、Ｐ１２図２のとおり。 

 

② 経過記録 

・サービス期間中は、毎回、「ケース記録（様式３）」等を活用し、利用者への指導の要点や今後の 

課題等について記録してください。（様式は自由） 

サービス提供事業者への業務委託内容  ５ 
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③ 終了に向けて 

・終了前担当者会議（概ね１１回終了後）において、本人、地域包括支援センター、サービス提供 

事業者の３者で、通所型サービス・活動 Cの実施状況や変化等を振り返り、今後の日常生活に 

ついて検討してください。 

  

④ 安全管理について 

・サービス提供前及び提供中は利用者の身体・健康状態を観察し、状況に応じてサービスの提供 

を中止してください。 

 

⑤ 緊急時対応及び事故等報告について 

・利用者の体調の急激な悪化の際や、事故が発生し場合は、速やかに救急搬送等の必要な 

措置を講じてください。同時に、市、地域包括支援センター、利用者の家族に報告してください。 

 

(図２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 機能評価および実施・実績報告について 

① サービス開始時 

・初回に、運動機能評価（P. １３参照）及び記述式評価（参考資料３、４）についての初回評価を実施 

し、すみやかに「実施計画書（様式 1）」の写しを市及び担当ケアマネジャー等に提出してください。 

 

② 実施月の翌月１０日まで 

・「委託料報告書、請求書」を市に提出してください。 

※フォローアップ事業を実施した場合も請求可。 

※委託料は、１回あたり 7,000円、地域資源連携加算 5,000円(令和 6年 4月 1日改正) 

 

③ 事業終了後すみやかに 

・「評価報告書（様式５）」を市及び担当ケアマネジャー等に提出してください。 

フォローアップ事業を実施した場合は、「フォロー報告書（様式６）」を市及び担当ケアマネジャー

等に提出してください。 

回 開始前 1回目 2回目 11回目 12回目
フォロー

（終了後1年以内に2回まで）

時間 （60分以上）

　
　●生活機能及び運動
　　機能等についての
　　評価（開始・終了時と
　　同じ）

　●元気アップ手帳を
　　活用した動機づけ
　　面談

　※１回目は終了後概ね
　３か月時点を実施の
　目安とする。

　

　

利

用

者

に

　

　

実

施

す

る

こ

と

※事前ア
セスメン
トのため
の訪問
可

●生活機能及び運動機能等
　についての初回評価

●生活動作、栄養、口腔機能
　等についての問診

●その他

●「セルフマネジメント
　シート」の作成、指導

●運動機能向上など
　必要なプログラムの実施

　●生活機能及び運動
　　機能等についての
　　終了時評価

　※他は、３～10回目
　　　と同様

　●「セルフマネジメントシート」を活用した
　　動機づけ面談
　　（通所日以外の6日間の過ごし方と課題を
　　話し合う。）

　●運動機能向上など必要なプログラムの実施
　　　（徒手的なリハビリは行わない）

　●いきいき百歳体操
　　　（錘などの物品は貸し出します）

　　　　　　　　　　　　　　　※卒業に向けた訪問可

3～10回目

(90～120分）

●今後の生活に
　関する動機づけ
　面談

※他は、３～10
　　回目と同様
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【運動機能評価の方法】 

① 握力 

左右 2 回ずつ測定し、良い数値を結果とする。計器が身体に触れないように 

測定を行う。 

 

② 開眼片足立ち 

合図で片足立ちとなり、次の状態が発生するまでの時間(秒)を測定する。 

１） 支柱脚が踏み直った（位置がずれた）とき。 

２） 浮かせた足が床についたとき。 

※注意：測定者は対象者のそばに立ち、安全を確保する。測定時間は 

60 秒以内とし、2 回計測して良い方を記録する。 

 

③ CS３０（30秒椅子立ち上がり回数） 

椅子に着座し、両手を胸の前で組み、30 秒間で起立～着座を繰り返し高い数を

記録する。股関節や膝関節が完全進展しているかに注意。完全に立ち上がれて

いない回数は結果から減ずる。 

 

④ TUG：Time Up ＆ Go test 

椅子に座った姿勢（開始姿勢）から合図で立ち上がり、３ｍ先のマークをを折

り返し、再び椅子に座るまでの所要時間を測定する。マークの回り方は対象者

の自由とする。教示は、「できるだけ早く回ってください。」とする。対象者が

転倒しないよう注意する。2 回測定し良い方の値を記録する。 

運動機能評価の方法 ６ 
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    サービス利用に関すること 

 

Q.1 

認知症、MCI、パーキンソン病の方

にサービスを勧めてもいいです

か？ 

要支援１・２、事業対象者の方であれば、どのような

方でもよいです。 

ただし、病状が不安定な方、リスクを伴う可能性が

ある方は、事業者に事前相談が必要です。 

Q.2 
ブランチ、サテライトからの提案も

受けられますか？ 

はい。 

該当しそうな方であれば、事業者に直接ご相談くだ

さい。 

Q.3 
居宅介護支援事業所へ委託できま

すか？ 

いいえ。 

令和７年２月現在、地域包括支援センターのみで

す。 

Q.4 利用者の個人負担はありますか？ 

サービス利用についての個人負担はありません。 

ただし、送迎や食事などの提供を受けた場合、実費

をご負担いただくことがあります。 

Q.5 
利用可能なサービス提供事業所は

何カ所ですか？ 

令和７年２月現在、サービス提供事業所は９事業所

です。 

サービス提供事業所は、県の通所リハビリテーショ

ン提供施設として指定を受けている事業所に限っ

ており、随時募集中です。 

Q.6 

サービス・活動 C 利用時にデイサー

ビスやヘルパーは併用可能です

か？ 

基本的に想定していませんが、ヘルパーは目的が明

確であれば可能です。 

Q.7 
サービス・活動 C 利用待機者がデイ

サービスを利用してもいいですか？ 

利用待機者に対しては、「活動記録（資料５）」等を活

用し、待機中に取り組むことを一緒に考えましょう。 

訪問し、アドバイスを行った場合、ケアマネジメント

Bで請求可能です。 

Q.8 
サービス・活動C利用中に要介護認

定となった場合の対応は？ 

サービス・活動 C のみ利用中の場合、認定が判明し

た月の月末まで、事業対象者として取り扱うことが

可能です。 

その場合、担当ケアマネジャー等は必ず市に連絡し

てください。 

Q.9 手帳はいつもらえますか？ 

市が印刷した手帳を事業所に配布していますので、

初回の利用の際等に事業所から利用者へ渡してく

ださい。 

事業者は、手帳の在庫が無くなった場合、市に連絡

してください。 

Q＆A ７ 
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    サービス利用中のケアマネジメントに関すること 

 

Q.10 
百歳体操のおもりは、貸していただ

けますか？ 

はい。 

市より事業者へおもり、CD、DVD 等をお貸ししま

す。そのほか、サービス・活動Cに関して必要な物品

がありましたら、ご相談ください。 

Q.1１ 

利用開始時に待機者がいて、利用

開始まで 3 か月くらい待つときの

対応は？ 

利用開始まで数カ月待つ際に訪問が必要な場合、

待機中に状態像や目標が変わる場合があるため、

同行訪問で処理（訪問時サービス・活動 C の契約は

しない）することを推奨します。 

同行訪問で処理した場合、待機中は担当ケアマネジ

ャーがケアマネジメント支援を行います。 

Q.12 

サービス・活動Ｃ利用に係るケアマ

ネジメント費の請求は、どのタイミン

グから可能ですか？ 

ケアマネジメント費（ケアマネジメントＡ）請求のタイ

ミングは、「サービス利用開始日」からです。 

事業者がサービス担当者会議・契約と同日に初回の

訪問を行った場合、その日を「サービス利用開始日」

とします。 

そのため、初回訪問日と通所利用1回目で月をまた

ぐ場合は、初回訪問した月から請求可能です。 

Q.13 

全 12回の利用なので、月の途中か

ら始めた場合、4 か月にわたること

もありますが、ケアマネジメントＡの

請求は 4回できますか？ 

はい。利用期間に応じて、モニタリングをした場合に

請求してください。 

Q.14 

現在、福祉用具を利用中の方が新

たにサービス・活動 C を利用開始し

た場合のケアマネジメント費は？ 

国保連にのみ、介護予防支援費を請求してくださ

い。 

市にケアマネジメント費を請求した場合、2 重請求

したことになりますので、請求を取り下げていただ

きます。 

Q.15 

すでに、訪問型サービス・活動 A 等

を利用し、ケアマネジメントＢで請求

をしている方が、サービス・活動Ｃを

利用した場合、ケアマネジメントＡと

Ｂの両方で請求可能ですか？ 

いいえ。 

サービス・活動C利用開始後は、ケアマネジメントA

で請求してください。 

月が異なれば、どちらも市に請求可能です。 
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    評価報告書に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q.16 

サービス・活動Ｃを利用予定でした

が、初回訪問のみで終了となった場

合や、止む無く利用中止となった場

合、ケアマネジメント費の請求は？ 

サービス・活動 C の契約締結をしていれば、事業者

からも利用の請求があるため、ケアマネジメント A

で請求可能です。 

契約していない場合、事業者については、同行訪問

として対応可能です（１人１回のみ 5,500 円）。ケア

マネジメントについては、その後サービス利用の予

定がなければ、同行訪問の結果を鑑み、ケアマネジ

メント Cとして請求可能です。 

Q.17 
「評価訪問」は毎月の訪問モニタリン

グの１回に含めていいですか？ 

はい。 

評価訪問は、サービス利用回数 11 回目の辺りで行

います。評価訪問後、終了前会議を行います。 

Q.18 
報告書はどのタイミングで提出すれ

ば良いですか？ 

利用終了月の翌月10日までに市及び担当ケアマネ

ジャー等に提出してください。 

加算がある場合、請求書と併せて確認を行うため、

遅れのないようにしてください。 

Q.19 
途中終了となった場合でも、提出は

必要ですか？ 

途中終了した場合、事業の参考にさせていただくた

め、可能な範囲で報告書を記入し、提出してくださ

い。 

死亡により終了となった場合、報告書の提出は求め

ませんが、実施計画書は通常通り提出してくださ

い。 

Q.20 

サービス終了後、そのまま同一事業

所で通所サービスを利用する場合、

評価報告書に理由が必要なのは 

なぜですか？ 

総合事業の従前相当サービスを利用するのは、「進

行性疾患や病態が安定しない者など」が想定されて

います。サービス・活動Cは、そのような方を対象と

していないため、医学的な支援が必要な通所リハを

利用する場合、評価報告書に理由の記載を求める

こととします。（令和７年４月～） 
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    地域資源連携加算に関すること 

 

 

 

 

    利用終了後（フォローアップ事業、モニタリング）に関すること 

 

Q.21 
どのような時に算定できるのです

か？ 

サービス・活動 C 利用終了後、通所や訪問などの介

護サービス（※）を利用せず、地域資源（通いの場、

趣味活動等）につなげた場合に、終了時１回のみ

（5,000円）算定可能です。いわゆる卒業加算。 

※福祉用具及び訪問看護サービスを利用している

場合は、介護サービスを利用している要件に含まな

い。 

※加算は１年ごとに実施の可否を決定します。 

Q.22 
途中終了となった場合、算定できま

すか？ 

早期の目標達成による途中終了等、当初の目標を

達成したうえで、開始前後の測定を行っている場

合、算定可能です。（＝評価報告書を漏れなく記入

出来れば算定可） 

Q.23 
どのように請求すればいいです

か？ 

利用終了後、翌月１０日までに、「委託料報告書、請

求書」により請求してください。 

Q.24 
フォローアップを行うかどうか、いつ

決めたらいいですか？ 

事業者は、終了前までに担当ケアマネジャー等とフ

ォローの必要性について協議し、「終了前会議」にお

いて本人の希望も聞いた上で、1 回目のフォローの

時期を決定してください。 

終了前会議で決定していない場合も、担当ケアマネ

ジャー等のモニタリング状況等で必要と思われれ

ば、事業者に伝え、日程調整してください。 

Q.25 

フォローアップを行う時期について、

目安は 3 カ月/半年後となっていま

すが、2 カ月経っていなくても可能

ですか？ 

可能です。 

利用終了後、１年以内であれば、時期は問いません。

ご本人の状態等に基づき、行ってください。 

Q.26 

フォローアップは、事業所での実施

ですか？利用者の自宅で実施可能

ですか？ 

フォローアップは、事業所で実施し、測定及び評価

は必ず行ってください。 

どうしても事業所での実施が難しい場合は、利用者

宅で同行訪問として対応できる場合があるので、市

に相談してください。 

（同行訪問の場合、１回５，５００円となります） 
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Q.2７ 

「フォロー報告書（様式６）」につい

て、測定項目は全て実施できなくて

も良いですか？ 

全て実施できなくても構いません。 

その場合でも、評価は必ず行い、報告書を市と包括

へ提出してください。 

Q.28 
フォローアップの請求はいつ行えば

いいですか？ 

フォロー終了後、翌月１０日までに、「委託料報告書、

請求書」により請求してください。 

通常利用の請求書と一緒で構いません。 

Q.2９ 

サービス終了後、目標達成のため、3

カ月間限定で通所リハを利用した場

合、フォローアップ事業やモニタリン

グ(ケアマネジメント B)の対象にな

りますか？ 

通所リハが終了後、他の介護サービスを利用してい

なければ、フォローアップ事業の活用及びケアマネ

ジメント Bの請求はどちらも可能。 

ただし、対象期間はサービス・活動 C が終了してか

ら 1年以内です。(通所リハ終了後ではない) 

Q.30 

サービス終了後のモニタリングにつ

いて、電話で状況確認した場合、請

求は可能ですか。 

訪問した場合のみ、請求してください。 

Q.31 

サービス終了後のモニタリングにつ

いて、途中終了した人もケアマネジ

メント Bの請求は可能か。 

途中終了した方のケアマネジメント費の請求につい

ては、市にご相談ください。 

原則、早期目標達成による途中終了、やむを得ない

事情による途中終了等であれば算定可能で、自己

都合での途中終了の場合は算定不可です。 

Q.3２ 
サービス・活動Ｃを利用後、再度利用

してもいいのですか？ 
原則、再利用はできません。 
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【様式】 

 

 

【別冊（本人配布用）】 

 

 

【参考資料】 

区 分 名 称 市への提出 
担当ケアマネ 

ジャーへの提出 
提出時期 

様式１ 短期集中通所介護・実施計画書 〇 〇 
計画作成後すみや

かに 

様式２ 短期集中通所介護・基本情報シート － － － 

様式３ 短期集中通所介護・ケース記録 － － － 

様式４ 
短期集中通所介護 

セルフマネジメントシート 
－ 〇 各回終了後 

様式５ 短期集中通所介護・評価報告書 〇 〇 終了後すみやかに 

様式６ 短期集中通所介護・フォロー報告書 〇 〇 終了後すみやかに 

名 称 使用時期 

 元気アップ手帳（サービス・活動 C利用者専用 介護予防手帳） 

 様式４：セルフマネジメントシート 12回分含む 

サービス開始時～ 

終了後 3か月間まで使用可 

区 分 名 称 実施時期 

資料１ 
説明リーフレット 

「要支援者・事業対象者のみなさまへ」 
 

資料２ 興味・関心チェックシート  

資料３ 老健式活動能力指標 開始時・終了・フォロー時 

資料４ 老年期うつ病評価尺度（GDS） 開始時・終了・フォロー時 

資料５ 活動記録 開始前・モニタリング時 

周南市短期集中通所介護（通所型サービス・活動 C）様式一覧 ８ 
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【様式１】 実施計画書                       【様式４】 セルフマネジメントシート 

【様式５】 評価報告書                      【様式６】 フォロー報告書 
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【資料１】 説明リーフレット                  【資料２】 興味・関心チェックシート（手帳より） 

要支援者・事業対象者のみなさまへ    

【資料３】 老年期うつ病尺度（ＧＤＳ）           【資料５】 活動記録 

【資料４】 老健式活動能力指標 （手帳より） 


